
兵庫県立芦屋特別支援学校給食業務委託契約書（案） 

    

     

  兵庫県立芦屋特別支援学校長 大多和 秀昌（以下「甲」という。）と、          （以下「乙」

という。）とは、次のとおり兵庫県立芦屋特別支援学校の学校給食業務委託契約書を締結する。 

 

（目的） 

第１条  甲は、次の業務（以下「委託業務という。」の処理を乙に委託し、乙はこれを受託する。         

１ 兵庫県立芦屋特別支援学校の給食調理及びその付帯業務。 

２  履行場所は兵庫県立芦屋特別支援学校とする。 

 

（処理方法） 

第２条   乙は、この契約、別紙「仕様書」及び甲の指示するところに従うほか、関係法令を遵守し、信義

誠実の原則を守り、委託事務を履行するものとする。 

   

（委託期間） 

第３条   この契約の期間は、令和６年４月１日から令和７年３月３１日までとする。 

 

（委託料） 

第４条   業務の委託料は、年額 金 円（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 金 円）とする。 

 

（契約の保証） 

第５条   乙は、この契約の締結と同時に、次の各号の一に掲げる保証を付さなければならない。ただし、

第２号の場合においては、履行保証保険契約の締結後、直ちにその保険証券を甲に寄託しな

ければならない。 

(1) 契約保証金の納付 

        (2) この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の締結 

    ２  前項の保証に係る契約保証金の額、又は保険金額は、委託料の１０分の１以上としなければな

らない。 

   ３  甲は、財務規則第 100 条第１項第３号の規定により、乙が納付すべき契約保証金を免除する。 

 

（権利義務の譲渡等） 

第６条  乙は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。た

だし、あらかじめ甲の書面による承諾を得た場合は、この限りではない。 

 

（経費負担） 

第７条  甲は、この契約の履行に要する次の経費を負担するものとする。 

(1) 施設・設備の維持に関する経費 

(2) 給食調理に必要な器具の購入 

(3) 業務に必要な光熱水費 

    ２  乙は、給食調理に必要な衛生管理消耗品を負担するものとする。 

    ３  主食・副食材料費は、児童生徒等の受益者が負担するものとする。 



 

（履行保証人） 

第８条  乙は、本契約の履行を保証するため、甲の認める履行保証人（以下「丙」という。）１名を定めるも

のとする。 

   ２  丙は、食品衛生法（昭和 22 年 233 号）に規定する営業許可を受けたものでなければならない。 

   ３  丙は、乙において、万一契約履行上不都合があった場合又は労働争議、火災、天変地異、そ

の他の事情により、履行が不可能となった場合には、乙に代わって業務を履行しなければならな

い。その場合においても、乙の義務は免責されるものではない。 

 

 (再委託の禁止) 

第 9 条 乙は、委託事務の全部又は主体的部分を一括して第三者に委任し、又は請け負わせてはなら

ない。 

２ 前項における主体的部分とは、委託事務における総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理

部分をいう。 

３ 乙は、委託事務の一部を第三者に委任し、又は請け負わせ（以下「再委託等」という。）て

はならない。ただし、あらかじめ再委託等の相手方の住所、氏名及び再委託等を行う業務の範

囲等（以下「再委託等に関する事項」という。）を記載した再委託の必要性がわかる書面を甲

に提出し、甲の書面による承認を得た場合は、乙は、甲が承認した範囲の業務を第三者（以下

「承認を得た第三者」という。）に再委託等することができる。 

４ 前項ただし書きにより甲が承認した場合には、承認を得た第三者も、前項の義務を負うもの

とし、乙は、当該第三者に前項の義務を遵守させるために必要な措置をとらなければならない。

その後に承認を得た第三者についても、同様とする。 

５ 乙は、委託事務の一部を再委託等先から、さらに第三者に再委託等させる場合（３次委託等）

には、甲に対し、当該第三者の再委託等に関する事項を記載した書面を提出し、甲の書面によ

る承認を受けなければならない。なお、４次委託等以降も同様とする。 

６ 再委託等する相手方の変更等を行おうとする場合には、乙は、改めて再委託等に関する事項

が記載された書面を提出し、甲の承認を受けなければならない。 

７ 乙は、委託事務の一部を再委託等する場合には、再委託等した業務に伴う承認を得た第三者

の行為について、甲に対し全ての責任を負うものとする。 

   

 

（施設・設備の使用及び管理） 

第１０条  乙は、兵庫県立芦屋特別支援学校の所管に属する厨房施設・設備及び器具を使用すること

ができる。 

     ２  乙は、前項に定める使用に当たっては、施設・設備の用法に従い、善良な管理者の注意をも

って使用しなければならない。 

 

（検査及び調査等） 

第１１条  乙は、業務の履行結果について、甲に報告し検査を受けなければならない。 

     ２  乙は、前項の検査に合格しないときは、乙の負担により直ちに手直し又はやり直しを行い、甲

の検査を受けなければならない。 

       ３  甲は、乙に対し必要に応じて業務に関する資料又は報告書を提出させるとともに、実地調査

又は検査を行うことができるものとする。 



 

（業務責任者等の届出等） 

第１２条  乙は、自己の責任において作業の指揮監督をするため、業務責任者及び業務責任代理者

（以下「業務責任者等」という。）を定め、その氏名・経歴等を書面により甲に届け出なければな

らない。業務責任者等を変更した場合も同様とする。 

    ２  前項の届出は、他の調理従事者についても同様とする。 

    ３  甲は、乙の置いた業務責任者等又は調理従事者で業務の処理及び管理につき、著しく不適

当であると認められるものがあるときは、乙に対して理由を付し必要な処置をとるべきことを求め

ることができるものとする。 

    ４  乙は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項についての処置を決め、甲

に通知しなければならない。 

 

（衛生管理） 

第１３条  乙は、常に衛生の保持に努め、管轄の保健所及び甲の指示に従うとともに、調理従事者等の

健康管理及び業務の衛生管理には万全を期さなければならない。 

 

（関係法令の遵守等） 

第１４条  乙は、本事業の円滑な実施運営のために、保健所その他関係官公署の指示、命令及び指導

に従うとともに、食品衛生法（昭和 22 年法律第 233 号）、その他関係法令の規定を遵守しなけれ

ばならない。 

 

（委託料の支払い） 

第１５条   委託料は、月払いとする（８月分を除く１１回）。令和６年４月分から令和７年３月分まで、月額 

円（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 円）とする。 

     ２  乙は、各月分を翌月の１０日までに請求することとし、甲は請求を受けた月の末日までに乙に

支払うものとする。 

  

（給食の中止） 

第１６条  悪天候等により学校が休業日となった場合、及び学校行事の都合により児童・生徒に給食の

提供が必要なくなった場合は、給食を中止する。中止となった場合、委託料を減額する。減額す

る金額は、一回につき 円（うち消費税 円）とする。なお、委託契約の金額を変更する時期は１０

月末日及び最終月末日とする。 

    ２  減額した場合、前条の規定にかかわらず、最終月分の金額を調整して支払うものとする。 

 

（個人情報の保護） 

第１７条  乙は、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いについて、別記「個人情報取

扱特記事項」を守らなければならない。 

 

（業務の内容） 

第１８条  甲は、必要があるときは、業務の内容を変更し、又は業務を一時中止させることができるものと

する。この場合において、この契約の各条項を変更する必要があるときは、甲乙協議し書面によ

りこれを定めるものとする。 

 



（危険負担） 

第１９条  この契約の履行に際し発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）により生じた経費は、

乙が負担する。ただし、その損害の発生が天災その他不可抗力による場合及び甲の責めに帰す

る事由による場合は、この限りではない。 

 

  （契約不適合責任） 

第２０条  甲は、成果物に種類、品質または数量に関して契約の内容に適合しない状態（以下「契約不 

適合」という。）があるときは、乙に対して、その契約の不適合の修補、代替物の引渡し、不足物の 

引き渡しによる履行の追完を請求することができる。ただし、乙は、甲に不相当な負担を課するも 

のでないときは、甲が請求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。 

２  前項に規定する場合において、甲は、同項に規定する履行の追加の請求(以下「追完請求」と 

いう。)に代え、又は追完請求とともに、損害賠償の請求及び契約の解除をすることができる。 

   ３  第 1 項に規定する場合において、甲が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間 

内に履行の追完がないときは、甲は、その不適合の程度に応じて委託料の減額を請求することが 

できる。この場合において、委託料の減額の割合は引渡日を基準とする。 

   ４  追完請求、前項に規定する委託料の減額請求（以下「委託料減額請求」という。）、損害賠償の 

請求及び契約の解除は、契約不適合（数量に関する契約不適合を除く。次項において同じ）が甲 

の供した材料の性質又は甲の甲の与えた指図によって生じたものであるときは行うことはできない。

ただし、乙が、その材料または指図が不適当であることを知りながら告げなかったときは、この限り 

ではない。 

   ５  甲が契約不適合を知ったときから１年以内にその旨を乙に通知しないときは、甲は、その不適合 

    を理由として、追完請求、委託料減額請求、損害賠償の請求及び契約の解除をすることができな 

い。ただし、乙が引渡しの時にその不適合を知り、または重大な過失によって知らなかったときは、 

この限りではない。 

 

（履行遅滞の場合の違約金） 

第２１条  乙の責に帰すべき理由により、履行期限内に契約を履行しないときは、乙は甲に違約金を支

払わなければならない。 

    ２  前項の違約金の額は、契約の履行期限の翌日から履行の日までの日数に応じて、委託料につ

き年１０.７５％の割合で計算した額とする。ただし、履行が可分の契約で委託料を分割して計算す

ることができるときは、履行遅滞となった部分の委託料について計算した額とする。 

 

 

（解除等） 

第２２条  甲は、乙が次の各号の一に該当するときは相当の期間を定めてその履行の催告をし、その期 

間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、その期間を経過した時にお 

ける債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでは 

ない。 

   (1)  正当な理由なく契約の履行着手期限を過ぎても履行に着手しないとき。 

   (2)  履行期限内に契約を履行しないとき、又は契約を履行する見込みがないと明らかに認められる

とき。 

   (3)  正当な理由なく、第２０条第 1 項の履行の追完がなされないとき。 

   (4)  乙又はその代理人、その他の使用人監督又は検査に際し、職務履行を妨げたとき。 



第２２条の２  甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、直ちにこの契約を解除することができる。 

（1）  乙又は乙が代理人、支配人その他使用人若しくは入札代理人として使用していた者が、この 

契約の入札に関して地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 第 2 項第 2 

号に該当すると認めたとき。 

   （２）  乙又はその代理人が、関係法令または契約条項に違反し、そのための契約の目的を達する 

ことができない、又は契約を継続することが適当でないと認められるとき。 

第２２条の３  甲は第２２条各号又は前条各号に規定する場合が甲の責に帰するべき理由によるもので 

あるときは、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 

２  甲は、翌年度以降の歳入歳出予算において、この契約に係る予算の減額又は削除があったとき 

は、この契約を解除することができる。 

３  前２条の規定によりこの契約が解除された場合において、乙は委託料の１０分の１に相当する額 

を違約金として甲に甲に支払わなければならない。ただし、この契約が解除された場合が、この契 

約及び取引上の社会通念に照らして乙の責に帰することができない理由によるものであるときは、 

この限りでない。 

   ４  前項の場合において、第５条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が 

    行われているときは、甲は当該契約保証金又は担保をもって違約金に充当することができる。 

５   前２条の規定による解除に伴い、乙に損害が生じたとしても、乙は甲に対してその損害の賠償を 

請求することはできない。 

   ６  甲は、前２条も規定により、この契約を解除したときは、乙の請求により既済部分の代価を支払っ 

    て当該部分の所有権を取得するものとする。 

７  甲は、この契約を解除しようとするときは、その理由を記載した書面により、乙に通知するものとす 

る。 

 

   (暴力団等の排除) 

第２３条  甲は、次条第１号の意見を聴いた結果、乙が次の各号のいずれかに該当する者（以下「暴力

団等」という。）であると判明したときは、特別の事情のある場合を除き、契約を解除するものとす

る。 

    (1) 暴力団排除条例（平成 22 年兵庫県条例第 35 号）第２条第１号に規定する暴力団及び第３号

に規定する暴力団員 

    (2) 暴力団排除条例施行規則（平成 23 年兵庫県公安委員会規則第２号）第２条各号に規定する

暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者 

   ２  前条第３項から第７項までの規定は、前項の規定による契約の解除に準用する。 

第２４条  甲は、必要に応じ、次の各号に掲げる措置を講じることができるものとする。 

（１） 乙が暴力団等であるか否かについて兵庫県警察本部長に意見を聴くこと。 

（２）  前号の意見の聴取により得た情報を、他の契約において暴力団等を排除するための措置を

講ずるために利用し、又は兵庫県公営企業管理者及び兵庫県病院管理事業者に提供するこ

と。 

第２５条  乙は、この契約の履行に当たり、暴力団等から業務の妨害その他不当な要求を受けたときは、      

甲にその旨を報告するとともに、警察に届け出て、その捜査等に協力しなければならない。 

 

（適正な労働条件の確保） 

第２６条 乙は、この契約における労働者の適正な労働条件を確保するため、別記「適正な労働条件の

確保に関する特記事項」を守らなければならない。 



 

（遅延利息） 

第２７条  乙は、第２１条第１項又は第２２条第２項の規定による違約金を甲の指定する期限までに支払

わないときは、当該期限の翌日から支払までの日数に応じ、当該違約金につき年３．０パーセン

トの割合で計算した遅延利息を甲に支払わなければならない。 

 

（賠償の予約） 

第２８条  乙は、乙又は乙が代理人、支配人その他使用人若しくは入札代理人として使用していた者が、

この契約の入札に関して次の各号の一に該当したときは、契約料の 10 分の 2 に相当する額を

賠償金として甲が指定する期間までに甲に支払わなければならない。委託業務が完了した後も

同様とする。 

    (1) 刑法（明治 40 年法律第 45 号）第 96 条の 6 による刑が確定したとき。 

    (2) 刑法第 198 条による刑が確定したとき。 

    (3) 公正取引委員会が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第

54 号。以下「独占禁止法」という。）第 61 条第 1 項の規定による排除措置命令を行ったとき。 

     ただし、排除措置命令に対し、行政事件訴訟法（昭和 37 年法律第 139 号）第 3 条第 1 項の規定

により抗告訴訟した場合を除く。 

    (4) 公正取引委員会が、独占禁止法第 62 条第 1 項の規定による課徴金納付命令を行ったとき。 

     ただし、課徴金納付命令に対し、行政事件訴訟法（昭和 37 年法律第 139 号）第 3 条第 1 項の規

定により抗告訴訟を提起した場合を除く。 

     (5) 前 2 号の抗告訴訟を提起し、その訴訟について請求棄却又は訴え却下が確定したとき。  

 

   ２  前項の規定は、甲に生じた損害の額が同項に規定する賠償金の額を超える場合において、甲

がその超過分につき賠償を請求することを妨げるものではない。 

  

（管轄裁判所） 

第２９条  この契約に係る訴訟の提起については、甲の事務所の所在地を管轄する日本国の裁判所を

もって合意による専属的管轄裁判所とする。 

 

（補則） 

第３０条  この契約書に定めのない事項については、財務規則（昭和 39 年兵庫県財務規則第 31 号）に

よるほか、必要に応じて甲乙協議して、これを定めるものとする。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

  この契約の成立を証するため、本書３通を作成し、甲乙丙記名押印の上、各自その１通を所持する。 

 

 令和６年４月１日 

              （甲） 兵庫県芦屋市陽光町８番３７号 

                       兵庫県立芦屋特別支援学校長  大多和 秀昌      印 

 

          

     （乙）                         

                                                                              印 

 

 

              （丙）                                                  

 

                                                                              印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


